
＜参考様式１＞

　＜連携の内容＞ 　＜連携機関名＞

　＜連携の内容＞
　＜対策委員会の役割＞

　＜学校側の窓口＞
　＜対策委員会の開催時期＞

　＜対策委員会の内容の教職員への伝達＞

　＜構成メンバー＞ 　＜連携機関名＞
・校外

　＜連携の内容＞
・校内

　＜学校側の窓口＞

、 

・非行防止教室の実施
・定期的な情報交換、連絡会議の開催

・教頭

③
　
い
じ
め
へ
の
対
処

（いじめの有無の確認）
・児童がいじめを受けている可能性が明らかになったときは、速やかに、管理職、生徒指導主事、学年主任を交えたチームでいじめの事実の有無の確認を行う。
（いじめへの組織的対応の検討）
・複数の教員により、事実関係を確認し、内容にそった組織作りを行い、いじめへの組織的な対応をする。
（いじめられた児童への支援）
・いじめがあったことが確認された場合には、いじめられた児童を最後まで守り抜くことを最優先に、当該児童及びその保護者に対して支援を行う。
（いじめた児童への指導）
・いじめた児童に対しては、いじめは絶対に許されない行為であり、相手の心身に及ぼす影響等に気付かせるなど、適切かつ毅然とした対処を行うとともに、当該児童の周囲
の環境や人間関係など、その背景を十分に把握し、保護者の協力を得ながら、健全な人間関係を育むことができるよう指導を行う。

全 教 職 員

学 校 が 実 施 す る 取 組

①
　
未
然
防
止

（教員研修）
・対策委員会、職員会議、生徒指導委員会、情報交換会（水・金曜日）などで、基本方針の考え方と実際の運用方法について共通理解を図り、いじめについての問題意識を
高める。
・いじめの未然防止に向けて、教職員研修を計画的に実施し、いじめの認知能力やその後の対応能力向上を図る。
（児童会活動）
・人権週間（１２月始）の活動を充実させ、児童がいじめを自分たちの問題として考え、いじめ防止の意識を高めるための取組を進める。
（だれもが行きたくなる学校づくり）
・日頃の授業や行事等の特別活動の中で、誰もが活躍できる機会を設定することで、自己有用感や充実感を感じられる学校づくりを進める。ピア・サポートやＳＥＬ、アセスメント
を活用し、児童同士の関係作りや実態把握に努める。
・ピア・サポートやＳＥＬ、アセスを活用し、児童同士の関係づくりや実態把握に努める。
・「いじめについて考える週間」で、道徳や学級活動を通して全校児童でいじめ問題を学び、いじめを起こさない温かな人間関係づくりに努める。
（情報モラル教育）
・インターネットを介した情報発信に伴う責任を自覚し、適切に利用できる力を身につけるため、総合的な学習の時間や外部機関による携帯安全教室を利用して、各学年に応
じた情報モラル教育を行う。
・５年生とその保護者全員を対象に、「ケータイ・スマホ安全教室」を参観日に実施し、児童や家庭に向けた啓発を行う。

②
　
早
期
発
見

（実態把握）
・児童の生活実態把握のための学期ごとのアンケート、年２回の教育相談とアセスメントを実施することで、児童の生活の様子を把握し、いじめの早期発見を図る。
（情報共有・相談体制の確立）
・全ての教員が児童の変化を見逃すことなく、きめ細かく声かけを行い、児童がいつでもいじめについて相談できるようにする。
・情報交換会を毎週水・金曜日に行うことで、軽微な行動でも「今後いじめに繋がるかもしれない」という意識を持ち、ささいな兆候にも気づけるようにする。
・日頃から教職員が児童の変化を見逃すことなくきめ細かく声かけを行い、児童からいじめを相談しやすい信頼関係づくりに心がける。
・児童・保護者などを対象とするカウンセリングの周知を一層進める。
（家庭への啓発）
・児童の気になる様子がある場合、欠席1日目から電話連絡を行い、児童の心身の状態を把握するようにする。
・家庭での児童の変化を見逃さないためのポイントを学級懇談等で啓発することで、積極的ないじめの認知につながるようにする。
・学校評議員、学習支援ボランティア、民生委員、児童委員、主任児童委員、夢てらす等と連絡を取り、校外の児童の様子について情報を把握する。

・市教育委員会

・月例報告等による情報共有
・保護者支援のためのＳＣ等の派遣

・教頭

・総社警察署生活安全課

保 護 者 ・ 地 域 と の 連 携 学 校 関 係 機 関 等 と の 連 携

い じ め 対 策 委 員 会
・基本方針や年間計画は、学校評議員会や
PTA総会、学級懇談会等で説明し、保護者
や地域と連携するきっかけとする。

・いじめの未然防止、早期発見、対処には保
護者や地域の理解が重要であることから、思
いやりの心や善悪を判断する力、正義感の育
成、いじめ防止の取り組みを学校と連携して
取り組むこと、悩みを相談できる良好な親子
関係づくりの大切さなどを啓発し、保護者や
地域の責務について理解を得る。

・いじめが確認された場合は、保護者に事実
関係を伝え、いじめを受けた児童と保護者に
対する支援や、いじめを行った児童の保護者
に対する助言を行う。

・基本方針に基づく取組の実施や年間計画の作成・実行・
検証・修正の中核、相談窓口、いじめ事案への対応

校長、教頭、教務主任、生徒指導主事、学年主任、
特別支援担当、人権教育担当、 養護教諭

・直後の職員会議で全職員に周知。緊急の場合は朝礼・終
礼・情報交換会等で伝達

スクールカウンセラー、PTA会長等

・年３回開催（各学期ごと）　及び必要に応じて開催

・学校をあげた横断的な取組を推進するため、いじめ対策委員会には、生徒指導主事（生徒指導担当）以外にも各学年の教職員等も参画し、それぞれの立場から実効的ないじめ
問題の解決のための取組を行う。
・いじめの未然防止に向け、「総社市だれもが行きたくなる学校づくり」を中心とした児童の主体的な活動を進めるとともに、誰もが活躍できる機会を設けることで、自己有用感や充実
感を感じられる学校づくりを進める。
・いじめ早期発見のため、毎月アンケートを実施する。また、年２回教育相談週間を設け、得られた情報を教職員間で共有を図り、児童への指導にあたる。

＜重点となる取組＞
　　・学期ごとのアンケート実施や、１・２学期に一度ずつの教育相談週間、生徒指導委員会や情報交換会などで、児童の内面を把握できるように努める。
　　・「人権週間」において、児童同士のつながりを深めるとともに、いじめを許さず、トラブルを自分たちで進んで解決しようとする意識の高揚を図る。
　　・児童のインターネット利用実態をアンケート等で把握し、各学年で必要に応じて全ての児童に対する情報モラルに関する授業を計画的に実施する。

総 社 市 立 清 音 小 学 校 い じ め 防 止 基 本 方 針
２０２２年４月　策定　　

い じ め に 関 す る 現 状 と 課 題

  昨年度、本校のいじめの認知件数は平成25年度のいじめの定義の変更に基づき認知した結果、15件（12人）であった。相手のことを考えていない言動や不適切なコミュニケーショ
ンによるものが多い。未然防止の取組をより強く推進するために、年2回の教育相談アンケート調査のほかに、簡易的なアンケートも実施するようにしている。問題に対しては、即座に
情報を学校全体で共有し、生徒指導担当者と担任だけでなく、全教職員がそれぞれの立場で関係児童と関わりをもち，その後の様子の把握や状況の改善に努めるなど、学校をあ
げた横断的な取り組みを継続することが大切である。また、細やかな家庭連絡をし、保護者との連携も大切にする。また、いじめの早期発見、適切な対処のための教職員研修の充
実も必要である。

い じ め 問 題 へ の 対 策 の 基 本 的 な 考 え 方


